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財務ハイライト 非財務ハイライト

◆ 売上高・営業利益・営業利益率

2021年度の売上高は、前期比13.0%の増加となりました。主力の取出ロ
ボットの販売において、新商品の販売活動に注力し、部品調達難が続く中
においても納期厳守に努めたことで、売上を伸ばしました。営業利益は、
売上高の増加により、前期比14.6%の増加となりました。
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◆ 設備投資額・減価償却費・研究開発費

2016年の新本社工場建設に伴う減価償却費は、年々減少しています。
2021年度の設備投資の主なものは、本社近接土地購入費用などです。研
究開発費は、従来よりどのような経済状況下においても一定の投資を継
続しています。
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◆ 海外売上高比率
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海外売上比率は、近年は60%前後で推移しています。前年度に低迷してい
た国内市場の回復があったことにより、2021年度は国内販売比率が増加
しました。
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◆ 正社員数

社員数は、この数年はほぼ横ばいで推移しています。
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◆ 年間有給休暇取得率（国内勤務正社員）

2021年度は有給休暇付与日統一後の移行期であったことや慶弔時等特
別休暇の日数を増やしたことから、取得率が前年度から3pt下がり59％と
なりました。2021年から有給休暇取得推奨日を設けるなど、社員がより有
給休暇を取得しやすい環境づくりに取り組んでいます。
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◆ 電力使用量 （単体）

ここ数年は、旧本社であった伏見工場からの業務移管が進むにつれ、新本
社工場の省エネ設備効果が現れてきました。
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当社の時短勤務制度は、法定3歳未満のところ小学校3年生まで利用可能
とし、男性社員については必要なときに短期間利用できる柔軟な制度にし
ています。ここ数年、対象女性社員は全員当該制度を利用して仕事と育児
の両立を実現しており、周囲の理解・協力体制も進んでいます。今後も社
員のライフステージに応じた職場環境の整備に努めてまいります。

◆ 育児短時間勤務制度利用者数
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◆ 純利益・ROE

2021年度の親会社に帰属する当期純利益は、売上高の増加や為替差益
の発生により、前期比15.6%の増加となりました。ROEは7.1%となり、前期
より0.6pt上昇しました。
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◆ EPS・配当金・配当性向

安定的・継続的な株主還元を実現するため、連結配当性向は30%以上を
目標にしています。連結業績の向上を図り、普通配当の水準を引き上げて
いきたいと考えています。なお、2018年4月1日に1:2の株式分割を実施し
たため、2017年の値は調整をしています。

EPS 1 株当たり配当金
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◆ 現金及び預金・有利子負債・自己資本比率

ここ数年は大きな支出がなく、現預金残高は増加しています。将来の需要
増、適切なタイミングで機動的な投資が行えるよう、備えてまいります。
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◆ 女性正社員数・割合（単体）

正社員のうち女性が占める割合は、製造業における基幹職正社員（限定総
合職を含む）に占める女性の割合の平均値（約16％※）に近い値となって
います。近年は女性の中途採用を積極的に行っており、中途入社全体に対
する女性の割合は2019年度0％、2020年度16.7％、2021年度28.6％と着
実に増えています。（※令和3年度雇用均等基本調査より）
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女性社員の育児休業取得・復職支援はもちろんのこと、男性社員の育児休
業取得促進を目的として、講演・座談会実施による制度内容の周知や休業
取得者の体験共有、制度理解を深めるための冊子作成・配布など、育児中
の社員を支援するための施策に積極的に取り組んでいます。2021年度は
対象となる男性社員が少なく取得者はいませんでしたが、2022年度は3名
以上の男性が取得する見込です。

◆ 育児休業開始者数・取得率
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